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ステークホルダーからの期待

「人材の育成」は、「真のグローバル化推進」による成長に向け、基盤となる重要な課題と認識しています。有能な人材

を見いだし、その能力や可能性を引き出す環境整備とともに、人材の多様性を尊重し、認め合う企業風土づくりを展

開します。こうした人材をしっかりとTDKグループに取り込む環境をグローバルな規模で整え、革新的な製品・サー
ビスを生み出し続け、社会に貢献する企業であり続けます。

TDKでは、従業員を「社是の実現のための最も重
要な財産の一つ」として捉え、「従業員一人ひと

りが個人として尊重され、それぞれの能力や可

能性を自律的かつ最大限に伸ばすこと」が重要

と考え、今後の中長期的な成長の源泉とする。

従業員一人ひとりの差異や価値観などが尊重さ

れる制度や組織風土づくりとともに、それぞれの

能力や可能性を自律的かつ最大限に伸ばすこと

ができる機会の提供や環境の整備。

重 要
テーマ

■ グローバル人材の育成
■ 多様性を尊重する企業風土の醸成

TDKグループは行動指針の一つに「多様性の尊重」を掲げており、世界各地で活動を推進しています。日本において
は、2016年4月より施行された女性活躍推進法に対して、「2018年に入社する新入社員のうち女性の割合を30%以
上にする」など3つの行動計画を策定しました。
また、市場の急速な変化に対応するため、2017年4月より新たに設置した、人財・総務本部において、「真のグローバ
ル化」を推進する上での「グローバル人材の育成」もさらなる強化を図っていきます。こうした取り組みがグループ

一体で行えるよう、必要な情報基盤の整備も進めていきます。

国内のモノづくりを再編する
「秋田みらいプロジェクト」

TDKグループの売上の約半分は、受動部品事業です。秋田地区は受
動部品事業のマザー工場として新製品や要素技術の開発を担い、世

界の製造拠点へ展開しています。しかし、近年の海外への製造移管

もあり、残念ながらモノづくり力が低下してきていました。その危

機感から、グローバルに戦うためにも、秋田地区の体質改善が不可

欠だと考え、3つの施策を柱とした、「秋田みらいプロジェクト」が始
まりました。

私たちは「あるべき姿」を描いて、それを達成するための活動を行っ

ています。この言葉は英語に訳すことが難しく、実際にその活動を

見せることで海外拠点の仲間にも理解してもらっています。

「あるべき姿」とは、「理想」とは異なり「実行可能で達成可能な姿」で

す。目指す姿を具体的に描いて、それを実現するための技術力と時

間を割り出していく。つまり、必ず達成させるべき姿です。「秋田み

らいプロジェクト」の3つ目の柱の一つである「継続的に稼ぐ力」を
強化するためには、モノづくりとスタッフ、2つの「あるべき姿」を追
求していくことが不可欠であると考えています。

一丸となって実現する
モノづくりの「あるべき姿」

今、モノづくりの現場で取り組んでいるのは、「ゼロディフェクト品

質」の追求です。製品を出荷する際にはもちろん、お客様が実際に製

品に組み込んで、使われる際の品質をきちんと担保しなければいけ

ない。使われているうちに不良になってしまうことのないモノづく

りをすることが、私たちの「あるべき姿」なのです。そのために必要

なのは、TDKグループが、あるいは日本がずっとやってきたモノづ
くりをもう一度きちんと見つめ直すような、ドロ臭いことです。要

素技術開発やプロセス開発、管理技術も含め、関係者が一丸となっ

て徹底的に本質を追究し、小さな成功を一つひとつ積み上げてい

く。それができて初めて、「ゼロディフェクト品質」も実現できるの

です。新しい製品を新しいプロセスで、「ゼロディフェクト品質」で

つくっていく。確固たるモノづくりを確立し、次のコトづくりにつ

なげる。現場では、今まで以上にプロ意識の高まりを感じます。そう

いう姿を早く実現していくことが、私たちの役割であり責任である

と思っています。また、ここで培ったノウハウをTDKグループ全体、
グローバルに横展開していきたいと考えています。

職場環境とコミュニケーション
スタッフの「あるべき姿」

もう一つ、「スタッフが実現するあるべき姿」にも取り組んでいま

す。モノづくりの拠点であると同時に、自分たちが働く職場環境に

ついても、たとえば、従業員の食堂はどうあるべきか、トイレ、玄関

はどうあるべきか。これもモノづくりと同様で、本質の追究だと思

います。人事や総務や施設など、管理部門スタッフが中心となって、

「あるべき姿」をルール化し、秋田地区全体で同じルールが適用でき

るようにしていきたいと思っています。

目指しているのは、「また来たい」と思われる工場づくりです。お客

様はもちろん、TDKグループの従業員や、秋田地区で働く従業員自
身が、気持ちよく働ける環境を整えることに、ワクワクしながら取

り組んでいます。秋田地区には多くの拠点があり、それぞれが独自

の文化を持っていました。「秋田みらいプロジェクト」は、秋田地区

を一つにしていく活動です。要素技術を軸に工場を統合しました

が、見えない壁は今でもあって、非常に大きな課題です。その壁を越

えるために大事なのはコミュニケーションだと思います。ひいき目

かもしれませんが、今、コミュニケーションが活発で勢いがあると

感じています。この活動も文化や習慣を考慮しながら、海外への展

開も見据えています。今後も「ONE TDK」を実現していけるよう、取
り組んでいきたいと思っています。

Int erv iew

「ゼロディフェクト品質」の追求1 技術による世界への貢献
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ステークホルダーダイアログ
―グローバル人材の育成

Kel lerPedersen

実施日：2017年3月21日

TDKの人材―現状と課題
TDKは、合併や買収、パートナーシップの締結により、これま
でになく活気にあふれ多様性ある企業となっています。

その一方、さまざまな文化や価値観を受け入れる過程で、マネ

ジメントやコミュニケーションの複雑化も進んでいる現状が

あります。現在TDKには約10万人の従業員がいますが、合併
や買収以前からTDKに在籍していたのは全体の3分の1以下
です。

「変化をもたらすのは人である」との信念のもと、グローバル

にグループ人材を確保するTDKの取り組みや、いかに従業員
一人ひとりが才能を発揮し、組織の価値を最大化できるかに

ついて対談を行いました。

レジリエントな組織へ
Pedersen氏は、TDKが人材育成をCSR重要テーマの一つと
して捉える姿勢を高く評価した上で、レジリエントな組織づ

くりのための「3つの『A』」という概念を紹介しました。

透明性がもたらす信頼
コミュニケーションを改善し、TDKの多様性を活かすには対
談で繰り返し話題となった「透明性」と「信頼」が重要になりま

す。Kellerは、「TDKのグローバル人事総務部（GHRD）では、透
明性と信頼の向上を目指し、現在、グループ共通のグローバル

人材管理システムや重要なポジションの後継者育成、役職・評

価・インセンティブや英語でのコミュニケーション教育のた

めのグローバルな制度の整備を進めています。さらに人事情

報の『見える化』や、優良事例のグループ内共有を推進するこ

とで、世界中の優秀な人材の能力を効果的に活用し、TDKグ
ループの競争力を強化することにもつなげています」と、現状

を語りました。これに対しPedersen氏は、「信頼は、ゆるぎな
い目標の達成につながる。一人ひとりが会社の一員である自

覚を持ってお互いを信頼できれば、多様な経験や知識を活か

して課題の解決に向けて協力し、アイデアを出し合い、新たな

価値を創造することができると思います」、「また、さまざまな

垣根を越えてイノベーションを起こすには、信頼の向上に加

3つの「A」とは、信頼を基盤としてゆるぎない目標を持ち
（anchored）、高い適応能力を備え（adaptive）、社会やステー
クホルダーの期待に寄り添う（aligned）姿勢を表し、さまざま
なリスクや不確実性が高まるこれからの社会では、この3つを
可能にする組織マネジメントがますます重要になると強調し

ました。

多様性を強みとして
また、グループの成長に伴う組織の複雑化に対応し、一方で多

様性を競争力の強化に活かすための課題について議論をしま

した。中でも重要性が認識されたテーマ「異文化間のコミュ

ニケーション」についてKellerは、「これまでの17年間で数多
くの独創的な従業員に出会ったが、多様な企業文化や文化的

背景を持つ人々がお互いの考えを建設的に伝えるのは難しい

状況にある。そこで、グループの連帯感を生み出すために、コ

ミュニケーションの改善に注力しています」と語りました。

えて、全従業員が『価値を創造する資格』を持っていると感じ

ることも重要」と指摘しました。Pedersen氏は最後に「3つの
『A』」の“aligned”について強調し、「レジリエントな組織をつ
くるには社内だけでなく社会との連帯感を大切にすることも

必要であり、その視点からCSRへの取り組みが重要になる。ま
た、サステナビリティに関連する目標の実現や社会課題の解

決といったチャレンジは、従業員にとって素晴らしい経験で

あり、大きなモチベーションにもつながると思います」と締め

くくりました。

今後に向けて
Pedersen氏との対談を通じて、Kellerは、GHRDとしての新
たな見識を得るとともに、現行の取り組みの効果を再確認し

ました。多様性を価値ととらえる企業として、TDKはグローバ
ル人材の育成に向けて全従業員が力を合わせて取り組むこと

がますます重要になることを認識し、活動を進めていく決意

を新たにしました。

TDKでは、グローバル人材の育成をCSR重要テーマの一つに位置づけています。今回、2017年4
月1日の人事マスタープラン開始にあたり、人財・総務本部長のAndreas Kellerがサステナビリ
ティ分野の専門家であるPeter David Pedersen氏と対談し、具体的な課題や取り組みについて
議論が交わされました。

2 人材の育成 グローバル人材の育成

2423



自社における重要性

基本的な考え方

サプライチェーンにおける社会・環境配慮
CSR重要課題3

ステークホルダーからの期待

「サプライチェーンにおける社会・環境配慮」は、川中企業であるTDKグループにとって非常に重要な課題と認識して
います。関連する法制度や国際的な業界規範などの最新要請内容を踏まえ、サプライヤーの責任として自社グループ

の生産拠点の労働環境配慮の状況、そしてバイヤーとして取引先の労働環境配慮の状況、それぞれを把握し、必要に

応じて改善に向けた教育・指導を実施し、川上から川下まで強固なサプライチェーンを構築し社会的責任を適切に遂

行します。

TDKグループは、サプライヤーおよびバイヤー
の両機能を果たす川中企業であり、サプライ

チェーンにおける社会・環境への配慮によりリ

スク回避を図ると同時に、教育・指導によりサプ

ライチェーンの競争力を強化する。

サプライチェーンにかかる法制度や国際的な業

界規範への対応・遵守はもとより、サプライヤー

に対する支援等の社会的責任の遂行。また、紛争

鉱物問題など企業（事業）活動による社会的影響

の是正。

重 要
テーマ

■ 生産拠点における労働環境配慮   ■ サプライヤーにおける労働環境配慮
■ 紛争鉱物への対応 

2016年度の総括と今後に向けて
2016年度も、自社グループ生産拠点におけるCSRセルフチェックおよびCSR自主監査を実施。また、グループ各社
の実態に応じた取引先企業へのCSR調達の取り組み、および紛争鉱物調査・回答を実施するとともに、グローバル
におけるKPIを設定し、取り組み状況の明確化と一体感のある取り組みを進めていきます。いずれの取り組みにおい
ても、ステークホルダーの理解と連携が不可欠との認識のもと、ワークショップや取引先説明会を実施しています。

また、紛争鉱物への対応については、引き続きJEITA「責任ある鉱物調達検討会」に参画し業界全体での取り組みも
推進しています。

人財・総務本部
国内人財開発統括部
労政部　部長

大竹 孝

TDK (Thailand) Co., Ltd.
Human Resources & General Affairs
Department Manager

Watcharin Permgusol

EPCOS Greater China Sales
Senior Director
Human Resources

Yvonne Ha

TDK-Lambda Ltd.
Director

Ariel Yerushalmi

TDK Europe GmbH
HR Manager
Stephanie Deml

日本の主要課題の一つである「女性

の活躍」推進に向け、女性が働き続け

られる環境整備とともに採用活動の

強化を進めてきました。2016年度は、定期採用での女性採用の
割合を25％に設定。結果は19％となり目標には届かなかった
ものの、直近5年間の実績13％から大きく前進しました。2017
年度はさらに、30％の確保を目標に掲げて推進していきます。

TDKタイでは、仏教徒が従業員の
多くを占めることから、仏教の記念

日に合わせてロウソクをともすと

いった催しを企画しています。その一方、イスラム教徒向け

の祈祷室を用意するなど、仏教以外の宗教への配慮にも力を

入れてきました。異なる宗教への理解がより深まるよう、従

業員向けのワークショップも開催しています。

「性別や年齢、人種などの違いに関係

なく、最も適性のある応募者を採用す

る」ことが、TDKアメリカにおける採用
の基本方針です。そのため、できるだ

け多様な応募者の中から採用者を選定できるよう努めています。

2016年は、女性向けのキャリアフェアに参加するなど、多様性の
ある応募者の数を増やすための取り組みに力を入れました。

中国で重視するのは、多様性のある

労働環境です。多様な人材がともに

働くことで、新しいアイデアが生ま

れ、互いに学び合いながら働ける環境が確立できると考えて

います。各営業チームは出身地もさまざまな多彩なメンバー

から構成され、キャリア形成についても、年齢や国籍などの

バックグラウンドに関わらず機会を提供しています。

「完全な平等の実現」を目標に、どん

なバックグラウンドを持つ従業員

も同じ「企業人」だと感じられる風

土づくりを進めてきました。中でも近年は障がい者採用に力

を入れており、障がいのある従業員の割合を全体の5％以上
にするという目標を設定。外部支援団体とも協力しながら、障

がい者の就労に必要な社内調整に尽力しています。

TDKドイツには、年齢や性別、国籍
や障がいの有無など多様なバック

グラウンドを持つ従業員がいます。

その誰もが偏見にさらされることなく働け、能力を活かせる

機会を与えることが会社の役割です。採用や昇進に関しても、

先入観にとらわれることなく、個人の能力・ポテンシャルのみ

を基準としています。

女性採用の割合を
大きく広げる

異なる宗教への
理解を深める

採用応募者の幅を広げ
多様な人材を

多様性のある
労働環境を重視

「平等」を目指し
障がい者雇用に注力

多様性のある従業員の
能力を引き出す

Japan

Thai land

America

China

Israel

Germany

重要テーマの一つである「多様性を尊重する企業風土の醸成」について、地域で異なるそれぞれの多様性を踏まえた取り組みを展開し

ています。ここでは、人事関連部署のマネジャーの声を通して2016年度の活動進捗状況を紹介します。

各地の「多様性」に関わる主な取り組み報告

TDK Corporation of America
Director & ECO
Human Resources and 
General Affairs
Jon (Jay) Sebastian

多様性を尊重する企業風土の醸成2 人材の育成
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